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はじめに 

このたびの平成 16 年 7月新潟・福島豪雨

及び平成 16 年 7月福井豪雨においては、多

数の死者をはじめとする人的被害のみなら

ず、物的被害についても 8月 31 日に激甚災

害への指定が閣議決定される等大きな被害

が発生した。また、台風の上陸数も 1990 年

と1993年の6回を上回って過去最多を記録

し、多くの被害が発生するなど、平成 16 年

はまれに見る風水害が集中する年となった。 

以下に、今回の災害の概要と国の対応、浮

き彫りとなった課題と今後の対応について

触れる。 

 

 

1 今回の豪雨災害の概要と国の対応につい

て 

(1)今回の災害の概要 

今回の災害においては、高齢者の逃げ遅

れや孤立地域での要救助者の発生等、短期

間での局所的集中的豪雨に対して、改めて、

万全の警戒体制で臨む必要が痛感されたと

ころである。高齢者が自力で避難すること

ができず、自宅で死亡するケースや、保育所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に園児が孤立し、ヘリコプターで救助が行

われるような例など、災害時要援護者をは

じめとした住民が安全かつ的確な避難を行

うための、情報収集・伝達体制や避難体制の

整備等が、今後の重要な課題として浮き彫

りにされた。 

特に、三条市における 7 人の死者の中に

は五十嵐川の堤防の決壊によって要介護者

の 78 歳の男性が就寝中に水死したほか、75

歳の女性は逃げ遅れて自宅が濁流に流され

るなど、新潟・福島及び福井の災害による死

者・行方不明 21 名のうち、17 名が 65 歳以

上の高齢者であった。 

一方、被災した住民の方々の話として、避

難勧告が発せられたことについて知らなか

った、広報車の通行する音やサイレンが一

切聞こえなかった等情報伝達が確実になさ

れたかについて疑問が残ったほか、一部の

市町村では避難勧告を発するタイミングが

遅れたのではないかとの指摘もある。 
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(2)国の対応 

消防庁では今回の災害を踏まえ、地方公

共団体に対して「風水害対策の徹底につい

て」(平成 16 年 7月 28 日付け消防災第 153

号消防庁次長通知)を発し、①迅速な避難体

制の確立のための、情報収集・伝達体制や避

難体制の整備、初動体制の速やかな確立の

ための、職員の動員配備や緊急消防援助隊

の出動要請等について周知徹底を図ったと

ころである。 

政府としても、7月 28 日に関係省庁局長

会議を開催し、豪雨災害対策の推進のため

に検討すべき課題や対策を36項目にわたり

確認し、中央防災会議にも報告されたとこ

ろである。 

また、8月には、消防庁主催により「風水

害対策に係る都道府県消防防災主管課長会

議」を開催し、地方公共団体と関係省庁にお

いて風水害対策に係る喫緊の課題等につい

ての情報共有を図るとともに、新潟県・福井

県に関係省庁(内閣府、消防庁、国土交通省、

気象庁)の職員を派遣し、現地調査を実施し

ている。 

 

 

2 今回の豪雨災害を踏まえた課題(新潟・福

井現地調査結果) 

前述した関係省庁合同現地調査で浮き彫

りになった主な課題は、次のとおりである。 

〈体制関係〉 

①首長の危機管理意識が災害対応に与え

る影響が大きい。 

②広報業務(問合せへの対応等)が他の業

務を圧迫しており、災害対策本部におけ

る広報体制の見直し等が必要 

③風水害を想定した訓練の充実が必要

(現状は、地震を想定したものが中心) 

④過去の豪雨時に被害が出なかった経験

やダム等の整備が進むことで、市町村職

員及び住民の危機意識が薄くなる傾向

がある。 

〈避難勧告等の情報伝達関係〉 

⑤避難勧告の発出に当たっては、空振り

をおそれない決断が重要 

⑥気象や河川に関する情報を整理・分析

するための対応力が必要であり、それを

支援するため、重要性・緊迫性が伝わる

ような伝達方法の工夫も必要 

⑦上流部の情報を下流部に迅速に伝える

体制を整備することが必要 

⑧避難勧告の発出を判断するための河川

水位や雨量情報等を利用した具体的な

基準が必要 

⑨避難勧告等を判断する基となる河川水

位、堤防状況等の情報収集の充実が必要 

⑩防災行政無線の早期整備とともに、こ

れを補完する多様な情報提供手段の確

保が必要 

〈高齢者等災害時要援護者対策関係〉 

⑪高齢者等災害時要援護者のための早め

の情報提供について検討する必要があ

る。 

⑫高齢者等の避難誘導体制が確立されて

いない場合が多い。 

⑬災害時要援護者への対応に当たっては、

防災部局と福祉部局の連携が重要 

⑭高齢者等の情報を活用するために、個

人情報の扱いの問題をクリアするため

の整理や工夫が必要 
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〈その他〉 

⑮避難場所の指定が震災を意識して指定

されている場合があり、必ずしも水害に

とって望ましい避難場所となっていな

い可能性がある。 

⑯庁舎の水没が想定される場合は、重要

書類や機材等の保管・設置場所について

工夫する必要がある。 

⑰浸水想定区域図及びハザードマップの

整備及び内容の充実が必要 

 

 

3 課題に対する対応 

(1)検討会の設置 

前述した関係省庁局長会議で確認さ

れた課題や対策は、①豪雨災害時の災害

情報の伝達・提供の迅速化・確実化に関

すること、②高齢者等の安全かつ迅速な

避難体制の整備に関すること、③総合的

な治水対策に関すること、④観測・予報

体制等の充実強化に関すること等 36 項

目に渡っている。今回特に問題となった

避難勧告や高齢者等災害時要援護者の

避難対策については、関係省庁・関係地

方公共団体・有識者で構成する「集中豪

雨等における情報伝達及び高齢者等の

避難支援に関する検討会」(10 月 7 日に

第 1 回を開催)により検討することとさ

れており、「避難勧告・指示、避難行動の

マニュアルの整備」及び「高齢者等災害

時要援護者の避難支援ガイドラインの

策定」について、年内に骨子、年度内に

取りまとめというスケジュールで検討

していくこととしている。 

 

(2)主な検討事項 

〈避難勧告・指示、避難行動のマニュアルの

整備〉 

マニュアル整備の検討に当たっては、

具体的な発令基準の策定のほか、避難勧

告等の準備のための準備情報(若しくは

注意情報)の提供がひとつの論点となっ

ている。名古屋市では、水位と雨量を考

慮した客観的基準により、先進的にこの

ような情報の提供に取り組んでいる。 

(別囲み参照)このような情報の導入

により、行政・住民ともに避難の実施に

向けた迅速な準備体制の構築が期待さ

れる。 

〈高齢者等災害時要援護者の避難支援ガイ

ドラインの策定〉 

ガイドラインの策定に当たっては、先

進的事例の研究を行うこととしており、

例えば、東京都荒川区において、高齢者

や身体障害者等の災害時要援護者を災

害時に救出するための「おんぶ作戦」と

呼ばれる救出体制づくりが 1984 年(昭

和 59 年)より、地域の自主防災組織によ

って進められている。この作戦は、リヤ

カーやおんぶ帯等によって健康な人た

ちがチームを組み、あらかじめ特定した

高齢者等をいざというとき、協力し合っ

て救出するものである。 

おんぶ作戦では、各地域の実情にあっ

た体制づくりが必要である。そして対象

者と自主防災組織の人たちとの信頼関

係が何よりも重要であり、平常時からの

訓練などを通じ相互の意思疎通等を図

っている。災害時要援護者の避難誘導体

制の構築に当たっては、その所在情報の 
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活用がカギとなるが、必ず個人情報の保

護というカベに突き当たるのが現状で

ある。 

このカベを突き破るための工夫や整

理が必要であるが、その土台となるのは、

援助される側とする側の揺るぎない信

頼関係の構築にあると考えられる。 

 

 

4 おわりに 

防災に対する取組みは個々の住民による

「自助」、自主防災組織・ボランティア等地

域の防災力の担い手が中心となって行われ

る「共助」、国・地方公共団体等が中心とな

って行われる「公助」に大別される。 

災害対策基本法は災害対策を地方自治体

の責務として定めているが、大規模な災害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や広域に及ぶ災害の場合、行政の能力には

限界があることから、迅速な人命救助活動

は自助・共助・公助の連携がいかに機能する

かにかかっており、今回の災害についても

それが当てはまると言える。迅速かつ的確

な避難勧告がなければ住民避難は進まず、

また、避難勧告が発出(公助)されても、住民

の危機意識が希薄で適切な避難(自助)が実

行されなければ意味がない。 

高齢者や障害者等の援護が必要な方には、

情報面や避難行動の面からの支援(公助、共

助)が必要である。 

今回浮き彫りとなった課題への対策につ

いては、これらが有効に機能すること念頭

に検討していく必要がある。 


